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令和６年度男鹿市一般会計補正予算（第 10 号）の概要について 
 

令和７年３月18日 

（単位：千円）  

一 予算規模                             

補 正 額 △１７８，５２９ 
補 正 後 の 規 模 １８，６５４，８００ 
前年度３月補正(11号)後予算との対比 △１８８，５８６ 

  

  《補正予算の財源》 
特 定 財 源  △１４３，３２２ 
       国 庫 支 出 金 △５２，９１２  
       県 支 出 金 △４９，３４５  
       繰 入 金 △７，３７６  
       市 債 △４０，４００  
       そ の 他 ６，７１１  

 
一 般 財 源  △３５，２０７ 
       市 税 ２０，７４０  
       地 方 交 付 税 １７８，７３１  
       繰 入 金 △２５３，６２８  
       諸 収 入 １６，９８１  
       そ の 他 １，９６９  

 

（参考）財政調整基金現在高  ２，０６９，２８２ 
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二 補正予算の内容 

  今回の補正予算は、障害者自立支援給付費、学校給食費などの決算見込みによる調整を図る

とともに、早期に道路舗装の補修を行うための経費のほか、将来的な公共施設の除却や維持補

修等に要する経費の一部に充てるための過疎地域持続的発展基金積立金や今後の臨時財政対

策債の償還に充てるための減債基金積立金などを計上した。 
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(１) 過疎地域持続的発展基金積立金 ３０，３９５ 

将来的な公共施設の除却や維持補修等に要する経費の一部に充てるため、過疎地域持続的発

展基金積立を増額する。 

 

 ・積 立 額 ３０，３９５千円 

（過疎債ソフト分 30,200 千円、預金利子 195 千円） 

・管理状況 令和６年度末見込 ４１６，９２７千円 

・財  源 市債、財産収入 

 

 

(２)減債基金積立金 ５７，０４９ 

今後の臨時財政対策債の償還に充てるため、減債基金積立を増額する。  

 ・積 立 額 ５７，０４９千円 

（臨時財政対策債償還分 56,813 千円、預金利子 236 千円） 

・管理状況 令和６年度末見込 ６００，６９０千円 

・財  源 財産収入、一般財源 
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(３)障害者自立支援給付費 ５３，０６９ 

決算見込に基づき、障害者自立支援給付費を補正する。  

 ・事業内容 介護及び訓練等給付費負担金 ５３，０６９千円 

（就労継続支援等の通所系サービス利用者の増） 

・財 源 国庫支出金、県支出金、一般財源 

 

 

(４)県営土地改良事業 ２，４００ 

国の補正予算採択に伴い、令和７年度に予定していた延命寺地区の用地測量と野村地区の暗

渠排水工を令和６年度事業とし、翌年度に繰り越して実施する。 

 

 ・事業内容 ①ため池等整備事業費負担金 ２，０００千円（繰越明許） 

（延命寺地区：用地測量） 

      ②経営体育成基盤整備事業費負担金 ４００千円（繰越明許） 

       （野村地区：暗渠排水工） 

・財  源 市債 
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(５)県営漁港事業 ３，０００ 

国の補正予算採択に伴い、令和７年度に予定していた相川分港防波堤改良を令和６年度事業

とし、翌年度に繰り越して実施する。 

 

 ・事業内容 県営漁港事業費負担金 ３，０００千円（繰越明許） 

      （北浦漁港：相川分港防波堤改良） 

・財  源 市債 

 

 

(６)道路補修工事費 ５０，０００ 

早期に道路舗装の補修を行い、道路利用の安全と民生の安定を図る。  

 ・事業内容 ①船越脇本線外４路線舗装修繕 ４４，８００千円（繰越明許） 

      ②市道欠損部補修        ５，２００千円（繰越明許） 

・財 源 一般財源 
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(７)学校給食費 １，７３４ 

決算見込みに基づき、学校給食の材料費を補正する。  

 ・事業内容 学校給食材料費 １，７３４千円（精米の価格高騰による増） 

・財 源 一般財源 

 

 

(８)主な事業の決算見込みによる減額補正 

  ①社会資本整備総合交付金事業 △６０，９０６千円 

  ②介護保険特別会計繰出金 △３５，２０３千円 

  ③国民健康保特別会計繰出金 △２６，１６９千円 

  ④観光団体地域おこし協力隊誘致事業 △１３，８３０千円 

  ⑤住宅•建築物安全ストック形成事業 △１１，８８０千円 

  ⑥後期高齢者医療特別会計繰出金 △１０，９４４千円 

  ⑦農地中間管理事業 △１０，３２０千円 

  ⑧子育て世帯住まいづくり応援事業 △１０，０００千円 

   

 


